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「アジア通貨危機」をいかに易しく教えるか 
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今年 4～7 月、都下のある中堅私立大学にて、国際金融に関する授業（全 15 回）を非

常勤講師として担当した。教科書として用いたのは、当研究所の諸先輩が 2001 年に初

版を刊行し、昨春に第 4 版に至った日経文庫『外国為替の知識』である。 

新書版（「日経文庫」といいつつもサイズは新書版である）の書籍では教科書として

物足りないと思われるかもしれないが、実は今回担当したのは「アジアと金融」という

タイトルの授業で、経済学部の国際金融論ではない。履修生は、アジアにかかわる法律・

経済・経営・文化などを幅広く履修する学生達（2～4 年生）である。経済・金融に関

する予備知識がほとんどないため、内容がコンパクトにまとまっている『外国為替の知

識』は最適な選択となった。 

授業の全体テーマが「アジアと金融」とすると、そこで教えるべき最大の項目は、や

はり 1997 年のアジア通貨危機であろう。しかし、そもそも円高・円安の意味すらおぼ

つかない学生を相手に、いかにアジア通貨危機の背景にあった「通貨と期間のダブルミ

スマッチ」を理解させ、さらに「チェンマイ・イニシアティブ」やアジア債券市場育成

の重要性を分かってもらうか。これらは大きな課題となった。そこで、もともと平易な

『外国為替の知識』を更にかみ砕き、外国為替、国際収支、国際金融体制といった国際

金融の基本事項について、通常の授業の 2 倍近い時間をかけてゆっくりと講義を進めた。

経済学部の「国際金融論」の授業であれば、為替相場の決定理論やマンデル＝フレミン

グ・モデル（海外部門も含む開放マクロ経済のモデル）なども取り扱うところだろうが、

極力割愛した。 

以上のように、できる限りかみ砕いて教えても、7 月末に実施した期末試験では、2
割程度の学生に「不可」を付けざるを得なかった。授業の実際の出席率が 5~6 割にとど

まったため、これは致し方なかったと思われる。一方で、幾ばくかの達成感もあった。

というのも、自由論述問題「最も印象に残った授業について、その内容を具体的に記述

せよ」に対し、こちらの狙いどおり、アジア通貨危機に関して覚えている限り書いてく

る学生が続出したのである。事前に「アジア通貨危機は試験に出すぞ」と再三告げたこ
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ともあり、自由論述でも書けるほど試験対策をしてきた模様であった。 

もっとも、この自由論述で 2 番目に多く記述されたテーマは、意外にも「仮想通貨（暗

号資産）」であった。これは、出席者数が急回復する期末試験直前の授業で取り扱った

ことが一因であるが、記述内容からは、学生が「国際金融」や「為替」よりも、実際に

投資している友人や知人のいる「仮想通貨」を身近に感じていることが主因であった。

なお、3 番目に多く記述されたテーマは、「人民元の国際化」という、かなり発展的な

授業の内容であった。履修登録者の 3 分の 1 が中国人留学生であったため、国際的にみ

た人民元の位置付けを明確にした授業内容が、彼・彼女らにとって極めて興味深かった

のであろう。 

15 回の授業全体を振り返って感じるのは、「国際金融」は国内視点の分析と海外視点

の分析とが混在しがちなため、初学者にとり非常に取り組みにくいことである。経済学

部でない学生や、そもそも日本語の理解力に限界のある留学生には、日経文庫『外国為

替の知識』の内容でもかなり手強かったと思われる。とはいえ、学生達が数年先にアジ

ア地域でのビジネスに携わる際には、アジア通貨危機をはじめとする国際金融に関する

基礎知識はやはり必須であろう。4ヵ月間の授業が、その一助になったことを信じたい。 

（IIMA メールマガジンへの寄稿） 
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